
A市の例  専門員と支援真の動  

生活支援員の支援の動き  専門員の動き  

① 親族・介護保険事業所や福祉課、保健師など周囲の気づき   
＊利用料の滞納、利用調整のトラブル、債務、悪質商法被害などが契機  

② 本人との関係づくり   

＊制度理解に向け、繰り返しの訪問や連絡   
＊専門員に馴染んでもらう（本人は内心金銭管理や数々の「わからなくなって  

しまったこと」に精神的負担感を持っていることが多い）  

③ 家族調整   

＊制度理解と契約内容の調整  

④ 契約前の調整   
＊債務処理のため法律相談に同行したり、その後の手続き支援を行う   

＊通帳の再発行や印鑑証明の発行手続きを行う  

⑤ 契約締結審査会に書類作成・提出  

⑥ 契約締結審査会出席  

⑦審査結果を受け契約。支援計画の作成。  

⑧ 生活支援員の手配  

⑨ 生活支援員との顔合わせ   
＊慣れるまで数回同行することあり  

⑩ 生活支援員に毎回、通帳と印鑑を渡す。受け取る。残高確認、  

領収書との付け合せを行う  

⑪生活支援員から利用者の状況報告を受ける  

⑫ ケース会議を開く  

⑬ 貸金庫に入れてある利用者の通帳から、生活責分を管理通帳   

に移し、社協金庫に保管する  

⑭ 利用者からは、混乱するとしばしば連絡が入るので対応する  

⑮判断力低下が進み代理が必要と判断された場合、成年後見制  

度につなげる手続きを行う  

⑯ 日々の記録をつける  

①生活支援員が自宅から基幹的社協等に行く  

②専門員から生活支援員に支援内容の指示。通帳や印鑑を生   

活支援員に渡す  

③生活支援員が利用者宅を訪問  

④生活支援員が郵便物の内容、請求書の内容、本人の様子を   
確認  

⑤生活支援員が金融機関に払い出しに行く（もしくは同行する）  

⑥金融機関から払い出したお金で、振り込み手続きや支払いに   

行く（もしくは同行する）  

⑦ 利用者宅にもどり領収書と払い出し内容を利用者と確認する  

⑧基幹的社協等に戻り専門員に報告。通帳と印鑑を返却。残高   
と領収書を確認  

⑨記録する  
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利用者像と援助内容  

○ 本事業の契約の内容について判断し得る能力はあるが、日常生活を営むのに必要なサtビスを利用するための情報の入手、   

理解、判断意思表示を本人のみでは適切に行うことが困難な者。  

○ 具体的には、郵便物の中から請求書など必要書類を確認し、支払うべきものを判断して支払うことや各種の手続きを自分だ   

けでは十釧こ行えない。しばしば通帳等を紛失し、再発行手続きが必要となる。  

A市の例  

本人状況   現在利用している福   契約上の支援内容   最近2ケ月の契約外の臨時支援  

祉等サービス   （生活支援員対応）   （専門員が対応）   

80歳代、独居、認知症、   ヘルパー（家事   週1回。ヘルパー用買物代金  入院費の清算。歯科通院の調整。生活費捻出の   

要介護度3   援助二買物、調理、  を財布に補充。   ため生命保険解約のための印鑑証明発行手続   

実子不明 キーパーソンは後   掃除、身辺整理  請求一領収書や郵便物の確   きと解約時にキーパーソンと同席。  

妻の連れ子の死亡した息子   等）   認・整理。各種申請手続き。   

の嫁  デイサービス  通院代の支払い。   

年金なし、預金のみ  配食サービス  

（昼・夕）  

70歳代、特養入所、軽度認知  特養入所   2ケ月に1回。郵便物の確認・  遺言書及び尊厳死の公正証書作成のための公   

症、身体により要介護度5  整理。各種申請手続き支援。  証人や施設との連絡、必要書類の準備、印鑑証   

身寄りなし、家賃収入あり  施設預かり通帳へのお小道   明の発行、手数料の支払いの手伝。  

い分補充。   家賃収入を確認し通帳に振り込む。   

70歳代、独居、認知症、要介  ヘルパー   月2回。郵便物の確認・整理。  主が営むアパートの入居者が孤独死（生活支援   

護度1   デイケア   各種申請手続き支援。生活   員が異変を行政に連絡し発見）、その後の連絡   

身寄りなし、家賃収入あり   訪問診療  費の払い戻し。家賃収入の確  や調整等。3月の確定申告のための書類準備、  
認とローン返済のための口座  青色申告会との調整、当日の同席。ベッドが 

訪問看護  
必要  

入金。医療費支払準備。ヘル  

パー用買物代金補充。   

80歳代、独居（最近入院）、認  ヘルパー   週1回。郵便物の確認・整理。  通帳の再発行。銀行で本人が暴れたため呼ばれ、   

知症、要介護度3  各種申請手続き支援。生活   謝罪。他県で保護され警察へ情報照会。親族調   

親族が世話を拒否  真の払戻。医療費支払い。妻  整。銀行へ一人で行き、銀行からの連絡で迎え  

＊成年後見に移行後解約  
分の老値入所車用の支払い。  に行く（警察が保護した場合は連絡は行政に入り行政対  

応）。成年後見申立支援と家裁への同行、後見人  

への引継ぎ。入院費用の支払い。   
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趣味活動の紹介、情報提供、趣味活動への参加の援助  

ふれあい・いきいきサロンや老人クラブ等への参加の援助   

日常的金銭管理を超えた法律行為の相談・司法サービスヘのつなぎ  

郵便物等の内容確認、整理  

住宅改造、居住家屋の貸借に関する援助  

入院中の方の身の回りのことについての援助  

日用品の購入の相談・援助   

医療の受診、医師等の診断結果や説明の理解に関する支援  

服薬管理に関する相談・援助  

就労に関する相談・援助  

住民票の届出等の行政手続きに関する援助  

成年後見制度に関する情報提供、申立て手続き等の支援  

本人の遺言に関する相談  

通産相続手続きの支援  

葬式やお墓の相談、対応  

家族関係の調整  

近隣住民との調整  

その他  

無回答  

援
助
内
容
 
 

O 10 20 30 40 50 60 70   

出典‥平成15年度地域福祉権利擁護事業の運営基盤強化に関する調査研究報告書（全国社会福祉協議会）  
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契約にいたらなかった相談者への対応状況  

○ 契約に至らなかった相談者の3割が本事業の対象者として契約準備中であるほか、「本事業又は成年後見制度の対象者の見極め  

段階で相談を継続している」か「本事業にも成年後見制度にもなじまないが、気になるケースのため主に専門員が見守り、継続的に  
関わっている」など、契約に結びつかないまま専門員が対応している相談者が2割ある。  

基幹的社協で相談を受けた件数の内訳  

問合せ・朋助件数（平鹿椅年7・－8月）  

さ＿ 聞合せ件数  ヰ，‖封降（沌閥  

て劉ま、事業について）  

b．細相践緒緻  乙乃3件く1†㌔）  

（初回相譲受挿）  

G＿ 相談援助件数  柑，658件（乃も）  

（8b以外）  

含††  25．524件（10U＼1  

初宜相済件数化153件｝のうち、8月末時点の契約状況  c．相談援助枠故 延べl軋658件  

く買手1に筆舌言ての増講二｝  

・ 軒ご’‾・テ「「曙．ご‾，至ぜ   

i＝i・十・上■∴菅．ぎ・戸，望1・’了・搾孟て  

こボニ感緩二＿：手書亨i韓謹呈筆1；乳・’■r「11堰′‾  

．ニ．呈iっ」立場牒・・・¶≒   ＝  

▲（〉■′： 」．：√  

；、T；J、妄千丁仁・ナ〒恵三   r t   

こ．T53件メ5同・ロ匝√一川ご司：≡  

半音‘▼j珊夕票  585J羊  

15年7月～8月  

b．初回相談件数  

2．了53件（人）  
約‖．1〕仰ユ隼  

t－二二郎現業一精に閲す  

．＝i  り軍票竃i竿∴ ∴－ご；÷絹  ．ヰ樗：蒜・l＿  

箪才一持摘蒋吾き」JLモモ妄誉  

軍畑痛麿箪  リ 「  L  －   γ 与．斥  

±己キ■き謬？－〒憧さ一面∵㌻上手三軍  

柑01年・・・4ん6同 番低ヰ同名  

ぎ：1こ．抱こl隼  

＼二その，憺二1  

T l．．．・手▼・’【化ざこ・ニ▲「‾J  り＿  

ユ▲ 一・ 仁】期0梓ズ2可 約ご．I〕桝ヰ睾  

＝＝三二＞  

・  二＞  
・ここ汽き芸約肯からの柑置㌍ン  

全社協調ベ   
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、′成   
東京都社会福祉協議会が「権利擁護センターすてっぶ」を開設   

（1991年）   

法律や生活に関する相談、知的障害者のための日常生活プラン等の作成とその生活を援助する  

生活アシスタントの紹介等の支援を行う。   

平成4年   品川区社会福祉協議会が「さわやかサービス」を開始   

（1992年）   住民参加型在宅福祉サービスに位置づけ、財産管理・保全サービスを行う。   

平成9年  
大阪府社会福祉協議会が「大阪後見支援センター」を開設  

（1997年）  
大阪府社会福祉協議会と大阪市社会福祉協議会が共同で「経済生活支援事業」を開始。  

週1回程度の定期的訪問を通じて福祉サービスの利用状況の確認、責用の支払いなどを行う。   

中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分科会（中間まとめ）  

（要旨）  

自己決定能力が低下している者に対しては、措置制度から利用制度へと移行する中で、適切なサービスの利用を  

可能とする制度が必要となる。また、各地の社会福祉協議会等において、痴呆の高齢者等に対して日常生活の相談  

援助、財産管理等を行う取組が始まっている。このような状況から、成年後見制度の導入と併せて、社会福祉分野に  

平成10年  
（1998年）  

社会福祉分野における日常生活支援事業に関する検討会  

「中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分科会（中間まとめ）」を踏まえ、制度が適正かつ確実に  

実施されるよう、法律上の位置づけや契約締結に必要とされる判断能力の程度、援助の範囲等につ  

いての考え方を整理。   

地域福祉権利擁護事業の基盤整備に関する調査研究委員会（全国社会福祉協議会に設置）  

平成11年  「社会福祉分野における日常生活支援事業に関する検討会」により報告された基本的な枠組みを   

（1999年）  踏まえつつ、契約書様式、契約締結判定ガイドラインの作成等、事業実施に必要な細部について検  

討。マニュアルを作成。   
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地域福祉権利擁護事業の開始（国庫補助）  

平成11年     全国どこにいても援助を受けやすい体制を整備するべきという社会的要請から、全国的ネットワーク   
（1999年）  がある公益団体であって、社会福祉事業を適切に実施するための一定の組織管理・財務体制を確保  

している都道府県社会福祉協議会を実施主体とした。   

社会福祉法施行  

祉事業に福祉サービス利用援助事業を規定。  

平成12年  

（2000年）  

禁治産・準禁治産の制度を、各人の多様な判断能力及び保護の必要性の程度に応じた柔軟かつ弾  

力的な措置を可能とする制度とするため、補助■保佐・後見の制度に改めた。   

平成15年  

（2003年）   
事業の実施主体を都道府県社協から、指定都市社協に拡大   

平成19年  事業の名称を「日常生活自立支援事業」に変更。相談窓口を増設   

（2007年）  基幹的社協については、事業当初、全国にあまねく実施体制を整備する方向で、当面広域行政圏1ケ所（全国で36  

5ケ所）の整備を進めてきた。今後さらに全国で基盤整備を図り、最終的に本事業の有する機能を地域住民に最も身  

近な市区町村域に広げるよう、整備を進めている。   
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日常生活自立支援事業の実施状況  

○ 平成11年10月の開始以来、相談件数、契約件数ともに年々増加。平成18年度末現在、事業開始  
以降の延べ相談件数は約179万件、延べ契約者数は約3．8万件、実利用者数は2．2万人。  

全国社会福祉協議会調べ  

延べ相談件数   利用契約者数   

平成11年10月～平成12年3月   13，007   327   

平成12年度   42，504   1，687   

平成13年度   106，676   3，280   

平成14年度   159，688   4，631   

平成15年度   231，898   6，252   

平成16年度   298，084   6，488   

平成17年度   402，965   7，247   

平成18年度   530，871   7，626   
合 計   1，785．693   37．538   

認知症  

対象者   高齢者   
など   など   計   

うち  
など  生活  

保護  

契約件数  4，822  1，085  1，282   437  7，626  2，632  

構成比（％）   63．2  14．2  16，8   5，8   100  35．0  

相談件数・利用契約者数の推移  

600，000  

500，000  

相 400，000  
談 

件  
300仰   

数 200，000   

100，000  

0  

9，000  

8，000  

7．000利  

6，000用  

5，000契  

4，000約  

3・000件  

2・000数  

1，000  

0   

平成11年相月  平成12  平成13  平成14  平射5  平成16  平成17  平成18  

～平成12年3月  年度  
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○ 基幹的社協数と専門員、生活支援員数は、年々増加。1ケ所あたり平均では、平成18年度末現在、専門員は   
約1．5人、生活支援員は約18人。  

○ 専門員の雇用形態は、平成17年度末現在、常勤88％（非正規常勤含む。専任47％、兼任53％）、非常勤12％（専任65％、  

兼任35％）。  

○ 専門員一人当たりの平均相談件数は、平成18年度末現在、842件、実利用者数36．1人。  

■基幹的社協数  
⊂：コ専門員数  

一－・・生活支援員  基幹的社協数と専門員、生活支援員数の堆移  

平成13年度末   平成14年度末   平成15年度末   平成16年度末   平成17年度末   平成18年度末  

平成13年度末   平成14年度末   平成15年度末   平成16年度末   平成17年度末  平成18年度末   

基幹的社協数   433   472   538   530   567   596   

専門員数   
469   523   635   676   771   86t5  

rln釦   rllll   rll釦   （1クR）   rl36〕   （1．45）   
7，769   8，396   9，602   10，116   10，364   ，  

生活支援員  
「17q41   r177ql   r177釘   rlqnql   〔1只ク鋸   （18．20）   

注．専門員数及び生活支援員数の下段（）書きは1基幹的社協等あたりの平均人数  
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○専門員の社会福祉士資格保有率は、2割（2006年調査）。  

○平成19年度から実施要領において、専門員は、原則として社会福祉士とすることを明記。  

専門員が保有する社会福祉関係の資格（複数回答）  

社会福祉士  

介護福祉士  

社会福祉主事  

介護支援専門貞   

ホームヘルパー1級あるいは2級   

一∴‘■ここ∴√r一  21．4  

精神保鵬祉士F鋼2．7  

保育士巨重科27  

その他       － 40  

0  

調査数  
社会福祉士  介護福祉士  社会福祉主事   

介護支援  
（専門員数）  専門員   1級あるいは2級   保育士   その他   

549人   187人   91人   283人   127人   103人   24人   24人   35人  

※地域福祉権利擁護事業の機能強化および運営基盤の強化に関する調査研究報告書2006（全国社会福祉協議会）を元に作成  
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○ 生活支援員の半数は、もと民生委員・児童委員。  

生活支援員になる前の仕事（複数回答）  

社会福祉施設の職員  

民生委員・児童委員  

保健・医療関係の団体の職員   

教育関係の団体の職員  

ボランティア団体の職員や  

ボランティア  

会社職員  

社会福祉協議会の職員  

行政機関の職員  

相談機関の職員  

60 ％  

出典：平成15年度地域福祉権利擁護事業の運営基盤強化に関する調査研究報告書（全国社会福祉協議会）  

ー22－   



○本人からの相談は高齢者、知的障害者、精神障害者いずれも少ない。高齢者は介護支援専門員、知的障害   
者は行政、福祉施設、精神障害者は行政、次いで医療機関からつながる者が多い。  

○ サービス料金の滞納や利用上のトラブル等をきっかけに関係機関からつながることが多いという。  
○ これら必要者が本事業を理解し、契約にいたるための支援が必要であるため、契約以前の専門員による相談   

等の関わりが重要。  

利用者を基幹的社協等につなげる相談経路  

本人  

家族  

親類  

隣人・知人   

ホームヘルパー  

民生委員   

介護支援専門員  

相
談
経
路
 
 

在宅介護支援センター  

福祉施設  

医療機関  

行政  

その他  

無回答  

5  10  15  20  25  30  35  40（％）  

出典：平成15年度地域福祉権利擁護事業の運営基盤強化に関する調査研究報告書（全国社会福祉協議会）  
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○ 事業開始からの延べ相談件数、利用契約者数は、都道府県、指定都市社会福祉協議会間に格差。  

実施主体別延べ相談件数坤J用契約者数（平成11年10月～平成19年3月）  

一相談件数  

＋利用契約者数   

250．000   

相  
談  
件200．000  

数  

0
 
 

0
 
 β

 
 

2
 
 

利
用
契
約
件
数
 
 

∩
）
 
 

0
 
 

β
 
 

150，000  

0
 
 

0
 
 

∩
川
 
 

0
 
 

0
 
 

∩
〝
 
 

0
 
 

5
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○ 人口10万人あたりの実利用者数は、都道府県、指定都市社会福祉協議会ごとにみると、最も多いところと少ない   

ところでは約14倍の開き。  

人口10万人あたりの相談件数、実利用者数  

（相談件数は平成17年4月～18年3月末の累計。実利用者数は18年度末現在）  

（相談件数）  
区盃ヨ相談件数   ◆実利用者数  

2，500  

北青岩宮秋山福茨栃群埼千束神新富石福山長静岐愛三滋京大兵奈和島島岡広山徳香愛高福佐長熊大宮鹿沖札仙さ千川横静名京大神広北福  

海森手械田形烏城木馬玉葉京奈潟山川井梨野岡阜知重賀都阪庫良歌取根山鳥口島川媛知岡賀崎本分崎児縄幌合い葉崎浜岡古都阪戸島九同  

道県県県県県県県県県県県都川県県県県県県県県県県県府府県県山県県県県県県県県県県県県県県県鳥県市市た市市市市屋市市市市州市  

県  県  ま  市  市  

市  

全国社会福祉協議会調べより作成  
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